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論 文 内 容 の 要 旨
本論文の課題 は、占領期の地方行政当局 と県軍政部の婦人教育政策 を主に検討 し、地域婦人団体にお










しかし、ネルソンより先に着任 したCIE情 報課婦人情報担当官のウィー ド(E.B.Weed)は 、1946年4
月の戦後初の総選挙にむけて婦人参政権を啓蒙するために地方視察を実施 した。地方の実態を見聞した
ウィー ドは同年6月 に 「日本女性の間に民主的婦人団体の発展 を奨励するための情報プラン」1を作成
し、「日本 において女性は、最 も大きな遅れた人々の集団である。多 くの会員を擁する婦人団体は、大 日
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本婦人会の遺物でありリーダーは戦前 と変わっていない。婦人団体を通じて民主的な婦人教育を浸透さ




の必要を実感 し、農村に赴き直接指導したので、占領期の 「婦人の教育は中央ではな く、地方において、
府県の社会教育行政担当官は甚だ多忙である逆現象を呈した」2ことが、文部省関係者から指摘されている。
ウィー ドが民主主義の体験学習の場 と考える婦人団体は、1949年 に全国で8853団 体、そのなかで地域
婦人団体は8093団 体が結成 されていた。文部省の婦人教育政策の空白時代である占領期こそが、戦後の
他の時期にはみられないほど地域婦人団体の結成数が伸び、政治や経済の面でも活発な活動が展開され
た時期であった。 しか し、市町村主義を指導するCIEに 配慮 して、地域婦人団体の全国組織である全国
地域婦人団体連絡協議会が結成されるのは、占領終了後の1952年 である。
従来、地域婦人団体は歴史学や女性史よりも教育学の研究対象 とされてきた。戦後の婦人教育研究の
第一人者である三井為友 ・田辺信一の両氏は 「戦後婦人教育史一中央の行政路線に沿 うて一」3の論述の
なかで、戦後約20年 間の婦人教育を学習形態の変化に着 目し、 「団体の時代」(敗戦か ら1952年迄)、 「学





占領政策にっいての研究は1979年 を画期 に大 きく前進する可能性がひらかれた。米国国立公文書館に
所蔵 されていた日本 占領の第一級資料であるGHQ/SCAP文 書が国立国会図書館で公開された。占領
期の社会教育研究は大 きく進展 し、CIEの ネルソンや ウィー ドの活動の実態が明 らかになった。 しか
し、同文書を活用 した占領期の婦人教育研究は、中央の占領機構であるCIEの ウィー ドらの啓蒙活動を
紹介するにとどまっている。ウィー ド研究の先駆者である上村千賀子氏においても、占領期の地域にお
ける婦人教育の実態については、実証的な研究に基づかずに 「民主的な婦人団体の理念が当時の社会に
浸透するにはさまざまな障害があった」「当時の日本の土壌(特 に、農村)に は根付 きに くかった」4と
記 している。 しか し、宮城県においては、民主的な婦人団体の理念をもっともよく体現 しているのは、




GHQ/SCAP文 書 に は、県 軍 政 部 の 「月 例 軍 政 活 動 報 告」(MonthlyMilitaryGovernment
Ac七ivitiesReport)の 他に、県行政資料、たとえば、県教育委員会の英文会議録な ども収録されている。
1千 野陽 一編 『資 料集 成現 代 日本女 性 の主体 形成 第1巻 』(ド メ ス出版 、1996年)99頁 、(原 典"InformationPlanto
EncouragetheDevelopmentofDemocraticOrganizationamongtheWomenofJapan",GHQ/SOAP
Records,Box5250)
2『 日本近代 教 育百 年史 第八 巻社会 教 育2』(国 立教 育研 究所 、1974年)1094頁 。
3日 本社 会教 育学 会年 報編 集委 員会編 『婦 入 の教育 一 日本 の社会 教育 第10集 』(東 洋館 出版社 、1967年)44頁 ～114頁 。





















最初に論を進めるうえで前提 となる、占領期の地域婦人団体 に関係する、文部省の婦人教育政策 と
CIEの 成人教育政策を確認する。敗戦直後 に文部省は地域婦人団体の結成 を促す文書を通達 し、地域婦
人団体に 「婦徳の滴養」「国体護持」を期待 した。文部省の通達の影響は宮城県や山形県の地域婦人団体
の会則に反映されたが、天皇の 「人間宣言」後、連盟は会則か ら 「国体ノ護持」を直ちに削除している。
CIEの ネルソンの成人教育の男女共学主義に基づき文部省は、「婦人学級」を 「両親学級」か ら 「社会学
級」へ と名称を変更 した。 しか し、東北地方において、ネルソンの成人教育理念 は市町村段階では、必
ず しも徹底されなかった。
第二章 山形県における婦人教育政策と山形県婦人連盟




く発揮され、1947年4月 の市町村議会議員選挙では、長野県の49人 に次いで多数の40人 の女性が議席を
得た。CIEは 選挙で女性が棄権 しないように指導 した。 しか し、県軍政部は女性の地方議会進出には良
い評価を与えなかったことを、連盟の日誌から確認できる。選挙前、軍政部への出頭命令は連盟理事長
ら役員に限られていた。 しか し、同選挙の2か 月後には、市郡の地域婦人団体の代表者19人 が一挙に出
頭命令を受け、各団体の会員数、活動内容を質問されている。長野県でも選挙の後に、長野県連合婦人
会に対する長野軍政部の監視が強化されている。








るように解散 した団体 もある。連盟が解散を免れたのはなぜか。軍政部は非民主的団体の要素 として、
連盟の多数の会員(占 領期には15万～13万 人)と 地域網羅的組織をあげた。 しかし、軍政部は1949年4
月には 「婦人の日」に関する反共政策の徹底を図るために、連盟の組織を 「利用」 していたことが、連
盟の日誌 と加盟団体宛文書から明らかになった。導盟が軍政部か ら 「利用」可能な団体 と認められるま
で、その組織を維持できたのは、戦後の激 しいインフレの下で、補助金に依存せずに毎年黒字で決算さ
れた健全財政 と、敗戦直後に起草 した連盟結成案内状で、戦前の婦人団体の誤謬を既に指摘 した役員た
ちによって、民主的な運営がなされたか らであろう。
第三章 山形県婦人連盟と皇室
占領期の山形県において、連盟 と皇室 との接触をみると、連盟は1947年8月 の 「天皇奉迎」には消極
的であり、1948年8月 の高松宮 との座談会には県当局の要請に応 じて連盟役員が出席 し、1949年8月 に
は連盟が主催 して 「秩父宮妃を囲む県下婦人代表者座談会」を開催 している。戦後の新 しい天皇制に対
する社会的受容度に応じた連盟の対応が、連盟日誌や関係文書か ら読み とることができる。
天皇 「奉迎」に関 して、連盟は加盟団体に対して指示を与えず、各々の市町村当局に従 うことを示唆
する文書を出 している。「奉迎」当日の連盟 日誌には、一民間人の 「三浦さんの父上(連 盟三代目理事長
の養父)死 亡の件」が 「事務局前で陛下をお迎えす」 より前に記されていることに注目したい。山形新
聞は 「熱狂する市民の歓迎」「バ ンザイと歓喜」と報道 しているが、県会議長は 「本県行幸中は思想的な
陛下への反映 もなく」7と記 している。天皇巡幸 と天皇制に対する県内の多様な動きに配慮し、連盟は慎
重な行動をとった と推察 される。
高松宮 との座談会の2か 月前に、東北軍政部主催の東北教育大会が山形市で開催され、講演者 によっ
て厳 しい地域婦人団体批判があった。 しか し、県当局は軍政部への陳情、引揚促進運動などで連盟 と連
携 していたので、軍政部による連盟への解散指導を回避するための対策のひとつとして、高松宮 と連盟
役員との座談会を企画したと考えられる。
連盟が秩父宮妃 との座談会を計画 した1949年 には、加盟 している地域婦人団体の会員数の不正申告、
連盟への納入金の未納による財政悪化に苦慮 していた。連盟は秩父宮妃 と知事 ・山形市長 ・県会議長の
各夫人を招き、市郡の地域婦人団体代表者 との座談会を開催 した。この座談会は加盟団体に対 して連盟
の信用を高める好機になった。連盟決算書によると、座談会の翌年には、加盟団体か らの納入金が前年
度比で12パ ーセント増加 していることからも推察できる。
1950年か らは、連盟が宮内庁 との事務手続 きを一括 しておこない、加盟 している地域婦人団体の皇居
清掃奉仕が開始された。清掃奉仕を推進 した山形県南置賜郡連合婦人会長は、奉仕活動3か 月後 におこ
なわれた県会議員選挙に当選 し、山形県で最初の女性県議の一人 となった。
地域婦人団体は天皇制の受容基盤 としての社会的役割を果たすのみでな く、婦人団体内部でも、皇室
との接触は会員統合の手段 となった事例 を確認 した。
6上 村千 賀子 「日本 にお け る占領 政 策 と女性解 放」(『女 性学 研究 第2号 』1992年)24頁 。
7『 御 巡幸 録 』(山 形 県、1947年)6頁 。
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第四章 岩手県における婦人教育政策と地域婦人団体
1945年12月 に岩手県婦人協力会が、旧大 日本婦人会の中央幹部によって結成 された日本婦人協力会の
岩手県支部 として発足 した。しかし、翌年1月 に中央組織が解散すると、岩手婦人会 と改称 し出直しを
はかるが、1948年8月 には内部分裂 と県当局および岩手軍政部の指導で解散に至った。岩手婦人会は解
散時に県内90余 りの加盟団体をもつ会員9万 人の組織であった。山形県の連盟が中央組織 と繋が りをも
たず、いち早 く民主的団体 として県内の婦人問題の解決に傾注 したのに対し、他方、岩手婦人会は中央
の戦前からの婦人指導者 と結びつ き、地域の課題を見失い、L般 婦人の悩みに触れない」「有閑婦人の
集 り」と県社会教育課からも批判 された。県内の地域婦人団体の連絡機関 として機能を果たせない岩手
婦人会の代わ りに、県社会教育課内に婦人団体連絡事務局が設けられ、同時に岩手婦人会は解散になった。







で習った」 といわれるように、地域婦人団体 は生活技術習得の場 として社会的に機能 していた。社会教
育課は地域婦人団体の結成率の低い地域には、「婦人学級」の変則学級 として 「裁縫学級」を設置するな
ど、地域の実態に即 した婦人教育を実施 した。










宮城軍政部 自身がネルソンの理念に従わなかった例がある。軍政部が率先 して、1948年 に鮮魚の不正
取引で200人 以上が摘発 された本吉郡気仙沼町に、地域網羅的な大規模な婦人団体の結成を促 した。










育次長らが臨席する 「仲良し嫁姑県大会」が開催され、75組 の 「県下優良嫁・姑代表」が表彰 されている。
宮城県地域婦人団体連絡協議会(以 下、宮婦連 と記す)の 結成は占領後の1952年 である。宮婦連の結
成経過が、同文書にある県教育委員会文書 と結成準備会の英文会議録loから明 らかになった。婦人有志




1948年1月6日 にロイヤル米国国務長官が 「日本は共産主義の防壁」 と演説 し、同年10月7日 に、国
家安全保障会議の決議で対日占領政策の方針が、非軍事化 ・民主化か ら経済復興へ転換された。経済復
興 と日本経済の自立の前提に物価安定があった。1948年 に全国の主婦による物価引下げ運動は、物価庁
の後援をうけ 「物価引下げ主婦大会」 と適正価格表示の優良店を 「主婦の店」 として選出する2つ の活
動へ進展 した。仙台市内では1948年10月20日 に生活安定主婦連合会が結成され、全国にさきがけて 「物
価安定主婦大会」 と 「主婦の店」選定活動に着手し、その活動はウィー ドから 「仙台こそ消費者運動発
祥の地」と高い評価をうけた。山形県で も仙台市をモデルに 「主婦の店」選定活動が実施された。また、
連盟は山形軍政部か らの打診に応えて 「物価安定主婦大会」を盛大に開催 した。この大会は、軍政部が
連盟を見直すよい機会 とな り、解散を免れ存続への道を拓 く一契機 となった。
終章
占領期の婦人教育政策 を地域婦人団体の視点から、地域婦人団体 と軍政部 との関係の変化に着 目した
時、次の三段階に分けられることを、 これまでの考察から確認できるであろう。
第一段階は婦人教育政策の主導権が文部省からCIEに 移 り、急速な民主化のなかで、その対応に地域
婦人団体が試行錯誤 した時期である。連盟日誌に依拠すれば、敗戦か ら1946年2月 までである。第二段
階は地域婦人団体 と軍政部 との対立があった時期であ り、占領政策の転換までである。連盟が最初に軍
政部から出頭命令をうけたのは1946年3月 であ り、CIEの ネルソンが同年4月 に着任 し、文部省の婦人




えていった。全国的に、地域の婦人団体を 「利用」 して 「主婦の店」選定活動が実施 され、仙台市の取
り組みはそのさきがけとなった。山形県では連盟の地域網羅的組織を 「利用」 して反共政策を徹底する
ように、軍政部か ら連盟に依頼があった。占領政策の転換後、軍政部 と連盟 との関係が良好になったこ
とは、日誌から明 らかである。
戦後の地域婦人団体 は各地域で最大の有権者婦人団体であるにもかかわ らず、体制内婦人団体 とみな
され女性解放の視点か らも注目されず、従来、研究対象になることが少なかった。連盟の三代 目理事長























論 文 審 査 結 果 の 要 旨
本論文は、占領期における婦人教育政策の展開を、東北地方を中心 とした地域婦人団体の活動 を通 し




第1章 「占領期における婦人教育政策」では、文部省およびGHQの 民聞情報教育局(CIE)の 婦人教
育政策 と地域婦人団体に対する方針の概要が、従来の研究成果に基づいて示される。CIEで は成人教育
における男女共学を主眼 として婦人教育を独立 して取 り上げなかったため、文部行政における婦人教育
空白時期が続いたこと、 しかし、CIEの 情報課婦人情報担当官ウィー ドはその方針に固執せず、婦人団
体の民主的な運営を指導したことなど、地域レベルでの政策展開の前提が整理されている。
第2章 「山形県における婦人教育政策 と山形県婦人連盟」では、敗戦直後に結成されて以来、現在 ま
で活動を継続 している山形県婦人連盟を取 り上げ、その存続の要因を考察する。同時期に結成された県
段階の地域婦人団体のなかには、県軍政部の指導によって解散 したものもあったが、山形県婦人連盟の
場合は、組織の民主化、財政の自立、県当局 との連携などにより、県軍政部 と対立する厳 しい時期を乗
り越 えたことを示 し、これまでの 「網羅的」ゆえに解散させ られたとの通説的理解 に対して、「非民主





の特質 とその時期的変化など、婦人教育政策 と地域婦人団体に関する論点を多岐にわたって取 り上げて
その解明に当たってお り、研究史において重要な貢献を果たしている。
第3章 「山形県婦人連盟 と皇室」では、昭和天皇の地方巡幸をはじめ とする皇族の山形来県に対する
連盟の対応 と、連盟に加盟 した地域婦人団体 による皇居清掃奉仕を取 り上げ考察を加える。連盟が昭和
天皇の地方巡幸に対 して加盟団体に対する連絡機関的役割を果たすのみであったのに対 して、高松宮や
秩父宮妃の来訪時には座談会を行い、それをアピールしたことを明 らかにし、県軍政部の天皇制に対す
る態度に配慮 しながら、組織の基盤強化に利用 した側面を明 らかにしている。地域婦人団体が象徴天皇
制の受容機関 として一定の役割を果た したことを明らかにした点は、近年盛ん となっている象徴天皇制
の歴史的研究に貴重な事例を提供するものである。









絡、県軍政部 との仲介を図るとともに、「社会見学」や 「嫁姑大会」など積極的に婦人教育に当た り、占
領末期においては宮城県地域婦人団体連絡協議会の結成準備において指導的な役割を果た したことを明
らかにしている。また、一部の町村 と地域婦人団体 との問には干渉や補助金の授受があった こと、県軍
政部が地域網羅的な大規模な婦人団体の結成を促 した事例を指摘 し、「ノーサポー ト、ノーコントロー
ル」の原則や地域 に即 した小規模の団体の結成奨励 といったCIEの 成人教育の方針が必ずしも徹底 され
なかったことを解明 した。さらに、三名生婦人会の活動を取 り上げ、農村部においてもCIEの方針を反映
した民主的な地域婦人団体が存在 したことを指摘 し、 これまでの通説的な理解に対 して異議を申し立て
ている。このように本章は、中央の政策研究では解明されていなかった地域での実態が随所で示 され、
婦人教育史研究にとって貴重な成果 といえる。
第6章 「占領期の物価政策 と婦人団体一宮城県 ・山形県を中心に一」は、二っの県で占領期の1948年
か ら翌年にかけて行われた物価引き下げ運動を、婦人団体によって実施 された 「主婦の店」選定活動を











第一に、 占領軍県軍政部、地方行政当局、地域婦人団体の三者の関係を分析 し、対立 と協調などの関









してお り、 占領期政治社会史研究に新たな地平を切 り拓いたものとして、学界に資するところ大である
といえる。
よって、本論文の提出者は、博士(文 学)の 学位を授与されるに十分な資格を有するものと認められる。
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